
（手数料） 

第７条 市長は、前条の規定に基づき住居表示台帳等を閲覧に供し、又は写し

を交付する場合は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額の手数料を徴収する。 

 ⑴ 住居表示台帳 １街区につき ３５０円 

 ⑵ 届出書等 届出又は申出１件につき ３００円 

 ⑶ 受付簿 届出又は申出１件につき ３０円 

２ 前項の手数料は、請求の際、請求者から徴収する。 

３ 次の各号のいずれかに該当するときは、第１項の手数料を減額し、又は免

除することができる。 

 ⑴ 官公署からの請求によるとき。 

 ⑵ その他市長が減額又は免除を適当と認めるとき。 

４ 既納の手数料は、還付しない。 

   附 則 

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

 

参考資料 

 

   制 定 要 旨 

 

 住居表示台帳等の閲覧及び写しの交付に係る手続を定め、並びに当該手続に

係る手数料を新設するため、この条例を制定するものである。 

議案第８１号 

  

川崎市心身障害者総合リハビリテーションセンター条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

川崎市心身障害者総合リハビリテーションセンター条例の一部を改正する条

例を次のとおり制定する。 

 

令和元年 ６ 月１０日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市心身障害者総合リハビリテーションセンター条例の一部を改正す

る条例 

川崎市心身障害者総合リハビリテーションセンター条例（昭和４６年川崎市

条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   川崎市総合リハビリテーションセンター及び障害者福祉施設条例 

 目次を次のように改める。 

目次 

 第１章 総則（第１条～第５条） 

 第２章 川崎市総合リハビリテーションセンター 

第１節 総合リハビリテーション推進センター（第６条・第７条） 

第２節 総合研修センター（第８条～第１６条） 

第３節 地域リハビリテーションセンター 

   第１款 通則（第１７条～第１９条） 

議案第８１号



第２款 地域支援室（第２０条～第２３条） 

   第３款 在宅支援室（第２４条～第３０条） 

   第４款 日中活動センター（第３１条～第３９条） 

   第５款 地域生活支援センター（第４０条～第５７条） 

 第３章 障害者福祉施設 

  第１節 柿生学園及びくさぶえの家（第５８条～第６８条） 

  第２節 ふじみ園（第６９条～第７８条） 

  第３節 中央療育センター（第７９条～第８７条） 

  第４節 地域療育センター（第８８条～第９８条） 

  第５節 三田福祉ホーム（第９９条～第１０６条） 

  第６節 かじがや障害者デイ・サービスセンター（第１０７条～第１１６

条） 

  第７節 れいんぼう川崎（第１１７条～第１２７条） 

  第８節 陽光ホーム（第１２８条～第１３６条） 

  第９節 御幸日中活動センター（第１３７条～第１４６条） 

  第１０節 井田重度障害者等生活施設（第１４７条～第１５５条） 

  第１１節 社会復帰訓練所（第１５６条～第１６５条） 

 第４章 雑則（第１６６条～第１６８条） 

 附則 

第４章を削る。 

第６６条を第１６８条とする。 

第６５条中「総合センター」を「川崎市総合リハビリテーションセンター及

び障害者福祉施設」に改め、同条を第１６７条とする。 

第６４条中「総合センター」を「川崎市総合リハビリテーションセンター及

び障害者福祉施設」に改め、同条を第１６６条とする。 



第５章を第４章とする。 

第３章第２節中第２８条の８を第１６５条とし、第２８条の７を第１６４条

とし、第２８条の６を第１６３条とする。 

第２８条の５第１号中「第２６条第１号及び第２号」を「第１５６条第１号

から第３号まで」に改め、同条を第１６２条とする。 

第２８条の４を第１６１条とし、第２８条の３を第１６０条とし、第２８条

の２を第１５９条とし、第２８条を第１５８条とする。 

第２７条の見出しを「（位置）」に改め、同条中「訓練所」の次に「の位置」

を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第１５７条とする。 

第２６条第１号中「法第５条第１３項に規定する」及び「（以下「就労移行

支援」という。）」を削り、同条第３号中「法第５条第１５項に規定する」及

び「（以下「就労定着支援」という。）」を削り、同条を第１５６条とする。 

第３章第２節を同章第１１節とする。 

 第３章第１節を削る。 

 「第３章 リハビリテーション医療センター」を削る。 

第２章第１１節中第２２条の４１を第１５５条とし、第２２条の４０を第１

５４条とする。 

第２２条の３９第１項中「指定障害者福祉サービス」を「指定障害福祉サー

ビス」に改め、同条を第１５３条とする。 

第２２条の３８第１号中「第２２条の３４第１号」を「第１４７条第１号」

に改め、同条を第１５２条とする。 

第２２条の３７を第１５１条とし、第２２条の３６を第１５０条とする。 

第２２条の３５第１項中「（法人以外の団体にあっては、市長が定める要件

に該当するものに限る。）」を削り、同条第２項中「者」を「もの」に改め、

同条を第１４９条とする。 

第２款 地域支援室（第２０条～第２３条） 

   第３款 在宅支援室（第２４条～第３０条） 

   第４款 日中活動センター（第３１条～第３９条） 

   第５款 地域生活支援センター（第４０条～第５７条） 

 第３章 障害者福祉施設 

  第１節 柿生学園及びくさぶえの家（第５８条～第６８条） 

  第２節 ふじみ園（第６９条～第７８条） 

  第３節 中央療育センター（第７９条～第８７条） 

  第４節 地域療育センター（第８８条～第９８条） 

  第５節 三田福祉ホーム（第９９条～第１０６条） 

  第６節 かじがや障害者デイ・サービスセンター（第１０７条～第１１６

条） 

  第７節 れいんぼう川崎（第１１７条～第１２７条） 

  第８節 陽光ホーム（第１２８条～第１３６条） 

  第９節 御幸日中活動センター（第１３７条～第１４６条） 

  第１０節 井田重度障害者等生活施設（第１４７条～第１５５条） 

  第１１節 社会復帰訓練所（第１５６条～第１６５条） 

 第４章 雑則（第１６６条～第１６８条） 

 附則 

第４章を削る。 

第６６条を第１６８条とする。 

第６５条中「総合センター」を「川崎市総合リハビリテーションセンター及

び障害者福祉施設」に改め、同条を第１６７条とする。 

第６４条中「総合センター」を「川崎市総合リハビリテーションセンター及

び障害者福祉施設」に改め、同条を第１６６条とする。 



第２２条の３４を第１４７条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（位置） 

第１４８条 井田重度障害者等生活施設の位置は、川崎市中原区井田３丁目１

６番１号とする。 

 第２章第１１節を第３章第１０節とする。 

第２章第１０節中第２２条の３３を第１４６条とし、第２２条の３２を第１

４５条とし、第２２条の３１を第１４４条とする。 

第２２条の３０第１号中「第２２条の２４第１号」を「第１３７条第１号」

に改め、同条を第１４３条とする。 

第２２条の２９を第１４２条とし、第２２条の２８を第１４１条とし、第２

２条の２７を第１４０条とし、第２２条の２６を第１３９条とする。 

第２２条の２５の見出しを「（位置）」に改め、同条中「御幸活動センター」

の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第１３８条

とする。 

第２２条の２４を第１３７条とする。 

第２章第１０節を第３章第９節とする。 

第２章第９節中第２２条の２３を第１３６条とし、第２２条の２２を第１３

５条とし、第２２条の２１を第１３４条とする。 

第２２条の２０第１号中「第２２条の１６第１号」を「第１２８条第１号」

に改め、同条を第１３３条とする。 

第２２条の１９を第１３２条とし、第２２条の１８を第１３１条とし、第２

２条の１７を第１３０条とし、第２２条の１６を第１２８条とし、同条の次に

次の１条を加える。 

（位置） 

第１２９条 陽光ホームの位置は、川崎市中原区井田３丁目１６番１号とする。 



 第２章第９節を第３章第８節とする。 

第２章第８節中第２２条の１５を第１２７条とし、第２２条の１４を第１２

６条とし、第２２条の１３を第１２５条とし、第２２条の１２を第１２４条と

し、第２２条の１１を第１２３条とする。 

第２２条の１０第１号中「第２２条の８第１号」を「第１１７条第１号」に

改め、同条を第１２２条とする。 

第２２条の９の４を第１２１条とし、第２２条の９の３を第１２０条とし、

第２２条の９の２を第１１９条とする。 

第２２条の９の見出しを「（位置）」に改め、同条中「れいんぼう川崎」の

次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第１１８条と

する。 

第２２条の８を第１１７条とする。 

第２章第８節を第３章第７節とする。 

第２章第７節中第２２条の７を第１１６条とし、第２２条の６の３を第１１

５条とし、第２２条の６の２を第１１４条とする。 

第２２条の６第１号中「第２２条の４第１号」を「第１０７条第１号」に改

め、同条を第１１３条とする。 

第２２条の５の５を第１１２条とし、第２２条の５の４を第１１１条とし、

第２２条の５の３を第１１０条とし、第２２条の５の２を第１０９条とする。 

第２２条の５の見出しを「（位置）」に改め、同条中「デイ・サービスセン

ター」の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第１

０８条とする。 

第２２条の４を第１０７条とする。 

第２章第７節を第３章第６節とする。 

第２章第６節中第２２条の３を第１０６条とし、第２２条の２を第１０５条

第２２条の３４を第１４７条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（位置） 

第１４８条 井田重度障害者等生活施設の位置は、川崎市中原区井田３丁目１

６番１号とする。 

 第２章第１１節を第３章第１０節とする。 

第２章第１０節中第２２条の３３を第１４６条とし、第２２条の３２を第１

４５条とし、第２２条の３１を第１４４条とする。 

第２２条の３０第１号中「第２２条の２４第１号」を「第１３７条第１号」

に改め、同条を第１４３条とする。 

第２２条の２９を第１４２条とし、第２２条の２８を第１４１条とし、第２

２条の２７を第１４０条とし、第２２条の２６を第１３９条とする。 

第２２条の２５の見出しを「（位置）」に改め、同条中「御幸活動センター」

の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第１３８条

とする。 

第２２条の２４を第１３７条とする。 

第２章第１０節を第３章第９節とする。 

第２章第９節中第２２条の２３を第１３６条とし、第２２条の２２を第１３

５条とし、第２２条の２１を第１３４条とする。 

第２２条の２０第１号中「第２２条の１６第１号」を「第１２８条第１号」

に改め、同条を第１３３条とする。 

第２２条の１９を第１３２条とし、第２２条の１８を第１３１条とし、第２

２条の１７を第１３０条とし、第２２条の１６を第１２８条とし、同条の次に

次の１条を加える。 

（位置） 

第１２９条 陽光ホームの位置は、川崎市中原区井田３丁目１６番１号とする。 



とし、第１９条から第２２条までを８２条ずつ繰り下げる。 

第１８条の見出しを「（位置）」に改め、同条中「という。）」の次に「の

位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第１００条とする。 

第１７条を第９９条とする。 

 第２章第６節を第３章第５節とする。 

第２章第５節中第１６条を第９８条とし、第１５条の３を第９７条とし、第

１５条の２を第９６条とする。 

第１５条第１号中「第１３条第１号」を「第８８条第１号」に改め、同条を

第９５条とする。 

第１４条の６を第９４条とし、第１４条の５を第９３条とし、第１４条の４

を第９２条とし、第１４条の３を第９１条とする。 

第１４条の２の見出しを「（北部地域療育センターの位置）」に改め、同条

中「北部地域療育センター」の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」

に改め、同条を第９０条とする。 

第１４条の見出しを「（南部地域療育センターの位置）」に改め、同条中「南

部地域療育センター」の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」に改

め、同条を第８９条とする。 

第１３条を第８８条とする。 

第２章第５節を第３章第４節とする。 

第２章第４節中第１２条の６を第８７条とし、第１２条の５を第８６条とす

る。 

第１２条の４第１項中「第１５条の２第１項」を「第９６条第１項」に改め、

同条を第８５条とする。 

第１２条の３第１号中「第１０条第１号」を「第７９条第１号」に改め、同

条第２号中「第１５条第２号」を「第９５条第２号」に改め、同条第３号中「第



１０条第９号」を「第７９条第９号」に改め、同条第４号中「第１０条第１０

号」を「第７９条第１０号」に改め、同条第５号中「第１０条第１２号」を「第

７９条第１２号」に改め、同条を第８４条とする。 

 第１２条の２を第８３条とし、第１２条を第８２条とし、第１１条を第８１

条とする。 

第１０条第１号中「第１３条第１号」を「第８８条第１号」に改め、同条第

２号中「第１３条第２号」を「第８８条第２号」に改め、同条第３号中「第１

３条第３号」を「第８８条第３号」に改め、同条第４号中「第１３条第４号」

を「第８８条第４号」に改め、同条第５号中「第１３条第５号」を「第８８条

第５号」に改め、同条第６号中「第１３条第７号」を「第８８条第７号」に、

「第１２条の４第１項、第１３条第６号及び第１５条の２第１項」を「第８５

条第１項、第８８条第６号及び第９６条第１項」に改め、同条第１１号中「第

１２条の４」を「第８５条」に改め、同条を第７９条とし、同条の次に次の１

条を加える。 

（位置） 

第８０条 中央療育センターの位置は、川崎市中原区井田３丁目１６番１号と

する。 

 第２章第４節を第３章第３節とする。 

 第２章第３節中第９条を第７８条とし、第８条の３を第７７条とし、第８条

の２を第７６条とする。 

第８条第１号中「第７条第１号」を「第６９条第１号」に改め、同条を第７

５条とする。 

第７条の６を第７４条とし、第７条の５を第７３条とし、第７条の４を第７

２条とし、第７条の３を第７１条とする。 

第７条の２の見出しを「（位置）」に改め、同条中「ふじみ園」の次に「の

とし、第１９条から第２２条までを８２条ずつ繰り下げる。 

第１８条の見出しを「（位置）」に改め、同条中「という。）」の次に「の

位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第１００条とする。 

第１７条を第９９条とする。 

 第２章第６節を第３章第５節とする。 

第２章第５節中第１６条を第９８条とし、第１５条の３を第９７条とし、第

１５条の２を第９６条とする。 

第１５条第１号中「第１３条第１号」を「第８８条第１号」に改め、同条を

第９５条とする。 

第１４条の６を第９４条とし、第１４条の５を第９３条とし、第１４条の４

を第９２条とし、第１４条の３を第９１条とする。 

第１４条の２の見出しを「（北部地域療育センターの位置）」に改め、同条

中「北部地域療育センター」の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」

に改め、同条を第９０条とする。 

第１４条の見出しを「（南部地域療育センターの位置）」に改め、同条中「南

部地域療育センター」の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」に改

め、同条を第８９条とする。 

第１３条を第８８条とする。 

第２章第５節を第３章第４節とする。 

第２章第４節中第１２条の６を第８７条とし、第１２条の５を第８６条とす

る。 

第１２条の４第１項中「第１５条の２第１項」を「第９６条第１項」に改め、

同条を第８５条とする。 

第１２条の３第１号中「第１０条第１号」を「第７９条第１号」に改め、同

条第２号中「第１５条第２号」を「第９５条第２号」に改め、同条第３号中「第



位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第７０条とする。 

第７条第２号中「法第５条第１４項に規定する」及び「（以下「就労継続支

援」という。）」を削り、同条を第６９条とする。 

 第２章第３節を第３章第２節とする。 

 第２章第２節中第６条の５を第６８条とし、第６条の４の３を第６７条とす

る。 

第６条の４の２第１項を次のように改め、同条を第６６条とする。 

  柿生学園において指定障害福祉サービス、指定地域相談支援、指定計画相

談支援又は日中一時支援を受けた者は、指定管理者に利用料金を支払わなけ

ればならない。 

第６条の４第１号中「第６条第１号」を「第５８条第１号」に改め、同条第

２号及び第３号を次のように改め、同条を第６５条とする。 

⑵ 地域相談支援給付決定障害者（柿生学園に限る。） 

⑶ 計画相談支援対象障害者等 

第６条の３の５の表中「（昭和２３年法律第１７８号）」を削り、同条を第

６４条とする。 

第６条の３の４を第６３条とし、第６条の３の３を第６２条とし、第６条の

３の２を第６１条とする。 

第６条の３の見出しを「（くさぶえの家の位置）」に改め、同条中「くさぶ

えの家」の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第

６０条とする。 

第６条の２の見出しを「（柿生学園の位置）」に改め、同条中「柿生学園」

の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第５９条と

する。 

第６条第１号を次のように改める。 



 ⑴ 生活介護に関すること。 

第６条第３号中「法第５条第１２項に規定する」及び「（以下「自立訓練」

という。）」を削り、同条第５号及び第６号を次のように改める。 

 ⑸ 一般相談支援事業に関すること（柿生学園に限る。）。 

⑹ 特定相談支援事業に関すること。 

 第６条第７号中「法第４条第１項に規定する」及び「（以下「障害者」とい

う。）」を削り、「第６条の４の２」を「第６６条」に改め、同条を第５８条

とする。 

 第２章第２節を第３章第１節とする。 

 第２章の章名を次のように改める。 

   第２章 川崎市総合リハビリテーションセンター 

 第２章第１節を次のように改める。 

    第１節 総合リハビリテーション推進センター 

（業務） 

第６条 総合リハビリテーション推進センターは、次の業務を行う。 

⑴ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１１条第２項及び第

３項に規定する身体障害者更生相談所（以下「身体障害者更生相談所」と

いう。）としての業務 

⑵ 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条第２項及び第３

項に規定する知的障害者更生相談所（以下「知的障害者更生相談所」とい

う。）としての業務 

⑶ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号。

以下「精神保健福祉法」という。）第６条第２項各号に掲げる精神保健福

祉センターとしての業務 

⑷ 高齢者、障害者、障害児等の支援に関する調査研究、関係諸機関相互の

位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第７０条とする。 

第７条第２号中「法第５条第１４項に規定する」及び「（以下「就労継続支

援」という。）」を削り、同条を第６９条とする。 

 第２章第３節を第３章第２節とする。 

 第２章第２節中第６条の５を第６８条とし、第６条の４の３を第６７条とす

る。 

第６条の４の２第１項を次のように改め、同条を第６６条とする。 

  柿生学園において指定障害福祉サービス、指定地域相談支援、指定計画相

談支援又は日中一時支援を受けた者は、指定管理者に利用料金を支払わなけ

ればならない。 

第６条の４第１号中「第６条第１号」を「第５８条第１号」に改め、同条第

２号及び第３号を次のように改め、同条を第６５条とする。 

⑵ 地域相談支援給付決定障害者（柿生学園に限る。） 

⑶ 計画相談支援対象障害者等 

第６条の３の５の表中「（昭和２３年法律第１７８号）」を削り、同条を第

６４条とする。 

第６条の３の４を第６３条とし、第６条の３の３を第６２条とし、第６条の

３の２を第６１条とする。 

第６条の３の見出しを「（くさぶえの家の位置）」に改め、同条中「くさぶ

えの家」の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第

６０条とする。 

第６条の２の見出しを「（柿生学園の位置）」に改め、同条中「柿生学園」

の次に「の位置」を加え、「に置く」を「とする」に改め、同条を第５９条と

する。 

第６条第１号を次のように改める。 



連携の調整及び専門的な人材の育成に関すること。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務に関すること。 

 （総合リハビリテーション推進センター） 

第７条 総合リハビリテーション推進センターは、川崎市川崎区日進町５番地

１に置く。 

 第２章第１節の次に次の２節及び章名を加える。 

    第２節 総合研修センター 

（業務） 

第８条 総合研修センターは、次の業務を行う。 

⑴ 高齢者、障害者、障害児等の支援に関する専門的な研修会、講座等の開

催に関すること。 

⑵ 高齢者、障害者、障害児等の支援に従事する職員に対する講習、講座等

の開催に関すること。 

⑶ その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。 

（総合研修センター） 

第９条 総合研修センターは、川崎市川崎区日進町５番地１に置く。 

（指定管理者） 

第１０条 市長は、法人その他の団体であって次の要件を満たすものとしてそ

の指定するもの（以下この節において「指定管理者」という。）に総合研修

センターの管理を行わせる。 

⑴ 総合研修センターの管理を行うに当たり、利用者の平等な利用が確保で

きること。 

⑵ 事業計画書の内容が、総合研修センターの効用を最大限に発揮するとと

もに管理経費の縮減が図られるものであること。 

⑶ 事業計画書の内容に沿った総合研修センターの管理を安定して行う能力



を有すること。 

２ 前項の指定を受けようとするものは、事業計画書その他市長が必要と認め

る書類を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項の指定をしたときは、その旨を告示する。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第１１条 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則の規定に従い、総合

研修センターの管理を行わなければならない。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第１２条 指定管理者は、高齢者、障害者、障害児等の支援に関する専門的な

研修会、講座等の開催に関する業務その他の総合研修センターの管理のため

に必要な業務を行わなければならない。 

（利用時間及び休所日） 

第１３条 総合研修センターの利用時間及び休所日は、次のとおりとする。た

だし、指定管理者は、特別の理由があると認めるときは、利用時間を変更し、

又は臨時に開所し、若しくは休所することができる。 

利用時間 午前９時から午後５時まで 

休所日 

⑴ 日曜日及び月曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号） 

に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げ 

る日を除く。） 

（利用者） 

第１４条 総合研修センターを利用することができる者は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

⑴ 高齢者、障害者、障害児等の支援に従事する職員 

連携の調整及び専門的な人材の育成に関すること。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務に関すること。 

 （総合リハビリテーション推進センター） 

第７条 総合リハビリテーション推進センターは、川崎市川崎区日進町５番地

１に置く。 

 第２章第１節の次に次の２節及び章名を加える。 

    第２節 総合研修センター 

（業務） 

第８条 総合研修センターは、次の業務を行う。 

⑴ 高齢者、障害者、障害児等の支援に関する専門的な研修会、講座等の開

催に関すること。 

⑵ 高齢者、障害者、障害児等の支援に従事する職員に対する講習、講座等

の開催に関すること。 

⑶ その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。 

（総合研修センター） 

第９条 総合研修センターは、川崎市川崎区日進町５番地１に置く。 

（指定管理者） 

第１０条 市長は、法人その他の団体であって次の要件を満たすものとしてそ

の指定するもの（以下この節において「指定管理者」という。）に総合研修

センターの管理を行わせる。 

⑴ 総合研修センターの管理を行うに当たり、利用者の平等な利用が確保で

きること。 

⑵ 事業計画書の内容が、総合研修センターの効用を最大限に発揮するとと

もに管理経費の縮減が図られるものであること。 

⑶ 事業計画書の内容に沿った総合研修センターの管理を安定して行う能力



⑵ その他指定管理者が総合研修センターの利用を認めた者 

（利用の制限） 

第１５条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、総合研修セ

ンターの利用を拒むことができる。 

⑴ 利用者が定員に達したとき。 

 ⑵ 次条に規定する受講料を滞納したとき。 

⑶ 管理上特に支障があると認めるとき。 

（受講料） 

第１６条 指定管理者は、第８条に規定する業務を行うに当たっては、実費相

当額として受講料を徴収することができる。 

２ 前項の受講料の額は、指定管理者がその都度定める。 

    第３節 地域リハビリテーションセンター 

     第１款 通則 

（南部リハビリテーションセンター） 

第１７条 川崎市南部リハビリテーションセンターは、川崎市川崎区日進町５

番地１に置く。 

（中部リハビリテーションセンター） 

第１８条 川崎市中部リハビリテーションセンターは、川崎市中原区井田３丁

目１６番１号に置く。 

（北部リハビリテーションセンター） 

第１９条 川崎市北部リハビリテーションセンターは、川崎市麻生区百合丘２

丁目８番地２に置く。 

第２款 地域支援室 

（業務） 

第２０条 南部地域支援室、中部地域支援室及び北部地域支援室（以下「地域



支援室」という。）は、次の業務を行う。 

⑴ 身体障害者更生相談所としての業務 

 ⑵ 知的障害者更生相談所としての業務 

⑶ 精神保健福祉法第６条第２項第１号、第２号、第５号及び第６号に掲げ

る精神保健福祉センターとしての業務 

⑷ 高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する専門的な相談に関す

ること。 

⑸ 高齢者、障害者、障害児等に対する専門的な診断、検査及び評価に関す

ること。 

⑹ 高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する介護方法の指導、健

康指導その他の便宜の供与に関すること。 

⑺ その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。 

（利用時間及び休所日） 

第２１条 地域支援室の利用時間及び休所日は、次のとおりとする。ただし、

市長は、特別の理由があると認めるときは、利用時間を変更し、又は臨時に

開所し、若しくは休所することができる。 

利用時間 午前８時３０分から午後５時まで 

休所日 

⑴ 日曜日及び土曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げ 

る日を除く。） 

（利用者） 

第２２条 地域支援室を利用することができる者は、次の各号のいずれかに該

当する者とする。 

⑴ 市内に居住する高齢者、障害者、障害児等で、専門的な診断、検査及び

⑵ その他指定管理者が総合研修センターの利用を認めた者 

（利用の制限） 

第１５条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、総合研修セ

ンターの利用を拒むことができる。 

⑴ 利用者が定員に達したとき。 

 ⑵ 次条に規定する受講料を滞納したとき。 

⑶ 管理上特に支障があると認めるとき。 

（受講料） 

第１６条 指定管理者は、第８条に規定する業務を行うに当たっては、実費相

当額として受講料を徴収することができる。 

２ 前項の受講料の額は、指定管理者がその都度定める。 

    第３節 地域リハビリテーションセンター 

     第１款 通則 

（南部リハビリテーションセンター） 

第１７条 川崎市南部リハビリテーションセンターは、川崎市川崎区日進町５

番地１に置く。 

（中部リハビリテーションセンター） 

第１８条 川崎市中部リハビリテーションセンターは、川崎市中原区井田３丁

目１６番１号に置く。 

（北部リハビリテーションセンター） 

第１９条 川崎市北部リハビリテーションセンターは、川崎市麻生区百合丘２

丁目８番地２に置く。 

第２款 地域支援室 

（業務） 

第２０条 南部地域支援室、中部地域支援室及び北部地域支援室（以下「地域



評価を必要とするもの 

⑵ 市内に居住する高齢者、障害者、障害児等及びその介護者で、専門的な

相談及び指導等を必要とするもの 

⑶ その他市長が地域支援室の利用を認めた者 

（利用の制限） 

第２３条 市長は、地域支援室を利用している者が、管理上特に支障があると

認めるときは、その利用を拒むことができる。 

     第３款 在宅支援室 

（業務） 

第２４条 南部在宅支援室、中部在宅支援室及び北部在宅支援室（以下「在宅

支援室」という。）は、次の業務を行う。 

⑴ 高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する専門的な相談に関す

ること。 

⑵ 高齢者、障害者、障害児等に対する専門的な治療、訓練、検査及び評価

に関すること。 

⑶ 高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する介護方法の指導、健

康指導その他の便宜の供与に関すること。 

⑷ 高齢者、障害者、障害児等に係る福祉用具の普及の促進に関すること。 

⑸ その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。 

（指定管理者） 

第２５条 市長は、法人その他の団体であって次の要件を満たすものとしてそ

の指定するもの（以下この款において「指定管理者」という。）に在宅支援

室の管理を行わせる。 

⑴ 在宅支援室の管理を行うに当たり、市民の平等な利用が確保できること。 

⑵ 事業計画書の内容が、在宅支援室の効用を最大限に発揮するとともに管



理経費の縮減が図られるものであること。 

⑶ 事業計画書の内容に沿った在宅支援室の管理を安定して行う能力を有す

ること。 

２ 前項の指定を受けようとするものは、事業計画書その他市長が必要と認め

る書類を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項の指定をしたときは、その旨を告示する。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第２６条 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則の規定に従い、在宅

支援室の管理を行わなければならない。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第２７条 指定管理者は、高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する

専門的な相談に関する業務その他の在宅支援室の管理のために必要な業務を

行わなければならない。 

（利用時間及び休所日） 

第２８条 在宅支援室の利用時間及び休所日は、次のとおりとする。ただし、

指定管理者は、特別の理由があると認めるときは、利用時間を変更し、又は

臨時に開所し、若しくは休所することができる。 

利用時間 午前８時３０分から午後５時まで 

休所日 

⑴ 日曜日及び土曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げ 

る日を除く。） 

（利用者） 

第２９条 在宅支援室を利用することができる者は、次の各号のいずれかに該

当する者とする。 

評価を必要とするもの 

⑵ 市内に居住する高齢者、障害者、障害児等及びその介護者で、専門的な

相談及び指導等を必要とするもの 

⑶ その他市長が地域支援室の利用を認めた者 

（利用の制限） 

第２３条 市長は、地域支援室を利用している者が、管理上特に支障があると

認めるときは、その利用を拒むことができる。 

     第３款 在宅支援室 

（業務） 

第２４条 南部在宅支援室、中部在宅支援室及び北部在宅支援室（以下「在宅

支援室」という。）は、次の業務を行う。 

⑴ 高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する専門的な相談に関す

ること。 

⑵ 高齢者、障害者、障害児等に対する専門的な治療、訓練、検査及び評価

に関すること。 

⑶ 高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する介護方法の指導、健

康指導その他の便宜の供与に関すること。 

⑷ 高齢者、障害者、障害児等に係る福祉用具の普及の促進に関すること。 

⑸ その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。 

（指定管理者） 

第２５条 市長は、法人その他の団体であって次の要件を満たすものとしてそ

の指定するもの（以下この款において「指定管理者」という。）に在宅支援

室の管理を行わせる。 

⑴ 在宅支援室の管理を行うに当たり、市民の平等な利用が確保できること。 

⑵ 事業計画書の内容が、在宅支援室の効用を最大限に発揮するとともに管



⑴ 市内に居住する高齢者、障害者、障害児等及びその介護者で、専門的な

相談及び指導等を必要とするもの 

⑵ 市内に居住する高齢者、障害者、障害児等で、専門的な治療、訓練、検

査及び評価を必要とするもの 

⑶ その他指定管理者が在宅支援室の利用を認めた者 

（利用の制限） 

第３０条 指定管理者は、在宅支援室を利用している者が、管理上特に支障が

あると認めるときは、その利用を拒むことができる。 

     第４款 日中活動センター 

（業務） 

第３１条 南部日中活動センター、中部日中活動センター及び北部日中活動セ

ンター（以下「日中活動センター」という。）は、次の業務を行う。 

⑴ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第７項に規定する生活

介護（以下「生活介護」という。）に関すること。 

⑵ 法第５条第１２項に規定する自立訓練（以下「自立訓練」という。）に

関すること。 

⑶ 法第５条第１３項に規定する就労移行支援（以下「就労移行支援」とい

う。）に関すること。 

⑷ 法第５条第１４項に規定する就労継続支援（以下「就労継続支援」とい

う。）に関すること。 

⑸ 法第５条第１５項に規定する就労定着支援（以下「就労定着支援」とい

う。）に関すること。 

⑹ その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。 

（指定管理者） 



第３２条 市長は、法人その他の団体であって次の要件を満たすものとしてそ

の指定するもの（以下この款において「指定管理者」という。）に日中活動

センターの管理を行わせる。 

⑴ 日中活動センターの管理を行うに当たり、利用者の平等な利用が確保で

きること。 

⑵ 事業計画書の内容が、日中活動センターの効用を最大限に発揮するとと

もに管理経費の縮減が図られるものであること。 

⑶ 事業計画書の内容に沿った日中活動センターの管理を安定して行う能力

を有すること。 

２ 前項の指定を受けようとするものは、事業計画書その他市長が必要と認め

る書類を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項の指定をしたときは、その旨を告示する。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第３３条 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則の規定に従い、日中

活動センターの管理を行わなければならない。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第３４条 指定管理者は、生活介護に関する業務その他の日中活動センターの

管理のために必要な業務を行わなければならない。 

（利用時間及び休所日） 

第３５条 日中活動センターの利用時間及び休所日は、次のとおりとする。た

だし、指定管理者は、特別の理由があると認めるときは、利用時間を変更し、

又は臨時に開所し、若しくは休所することができる。 

利用時間 午前８時３０分から午後５時まで 

⑴ 市内に居住する高齢者、障害者、障害児等及びその介護者で、専門的な

相談及び指導等を必要とするもの 

⑵ 市内に居住する高齢者、障害者、障害児等で、専門的な治療、訓練、検

査及び評価を必要とするもの 

⑶ その他指定管理者が在宅支援室の利用を認めた者 

（利用の制限） 

第３０条 指定管理者は、在宅支援室を利用している者が、管理上特に支障が

あると認めるときは、その利用を拒むことができる。 

     第４款 日中活動センター 

（業務） 

第３１条 南部日中活動センター、中部日中活動センター及び北部日中活動セ

ンター（以下「日中活動センター」という。）は、次の業務を行う。 

⑴ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第７項に規定する生活

介護（以下「生活介護」という。）に関すること。 

⑵ 法第５条第１２項に規定する自立訓練（以下「自立訓練」という。）に

関すること。 

⑶ 法第５条第１３項に規定する就労移行支援（以下「就労移行支援」とい

う。）に関すること。 

⑷ 法第５条第１４項に規定する就労継続支援（以下「就労継続支援」とい

う。）に関すること。 

⑸ 法第５条第１５項に規定する就労定着支援（以下「就労定着支援」とい

う。）に関すること。 

⑹ その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。 

（指定管理者） 



休所日 

⑴ 日曜日及び土曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げ 

る日を除く。） 

（利用者） 

第３６条 日中活動センターを利用することができる者は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

⑴ 法第１９条第１項に規定する支給決定（第３１条第１号から第５号まで

に掲げる業務に係るものに限る。）を受けた者 

⑵ 身体障害者福祉法第１８条第１項の規定により措置された者 

⑶ 知的障害者福祉法第１５条の４の規定により措置された者 

⑷ その他指定管理者が日中活動センターの利用を認めた者 

（利用料金） 

第３７条 日中活動センターにおいて法第２９条第１項に規定する指定障害福

祉サービス（以下「指定障害福祉サービス」という。）を受けた者は、指定

管理者に利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を支払わなければな

らない。 

２ 前項の利用料金の額は、次に掲げる額を合算した額とする。 

⑴ 法第２９条第３項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準により算

定した額 

⑵ 食事の提供に要する費用として指定管理者が市長の承認を得て定める額 

３ 第１項の利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の減免） 

第３８条 指定管理者は、あらかじめ市長が定める基準に従い、前条第１項の

利用料金を減額し、又は免除することができる。 



（利用の制限） 

第３９条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、日中活動セ

ンターの利用を拒むことができる。 

⑴ 利用者が定員に達したとき。 

⑵ 利用料金を滞納したとき。 

⑶ 管理上特に支障があると認めるとき。 

第５款 地域生活支援センター 

（業務） 

第４０条 中部地域生活支援センター及び北部地域生活支援センター（以下「地

域生活支援センター」という。）は、次の業務を行う。 

⑴ 法第５条第１８項に規定する一般相談支援事業（以下「一般相談支援事

業」という。）に関すること（中部地域生活支援センターに限る。）。 

⑵ 法第５条第１８項に規定する特定相談支援事業（以下「特定相談支援事

業」という。）に関すること。 

⑶ 法第５条第２７項に規定する地域活動支援センターとしての業務 

⑷ 市民相互の交流を促進するために施設（別表に掲げる施設に限る。以下

この款において「施設」という。）を利用に供すること。 

⑸ その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。 

（指定管理者） 

第４１条 市長は、法人その他の団体であって次の要件を満たすものとしてそ

の指定するもの（以下この款において「指定管理者」という。）に地域生活

支援センターの管理を行わせる。 

⑴ 地域生活支援センターの管理を行うに当たり、市民の平等な利用が確保

できること。 

⑵ 事業計画書の内容が、地域生活支援センターの効用を最大限に発揮する

休所日 

⑴ 日曜日及び土曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げ 

る日を除く。） 

（利用者） 

第３６条 日中活動センターを利用することができる者は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

⑴ 法第１９条第１項に規定する支給決定（第３１条第１号から第５号まで

に掲げる業務に係るものに限る。）を受けた者 

⑵ 身体障害者福祉法第１８条第１項の規定により措置された者 

⑶ 知的障害者福祉法第１５条の４の規定により措置された者 

⑷ その他指定管理者が日中活動センターの利用を認めた者 

（利用料金） 

第３７条 日中活動センターにおいて法第２９条第１項に規定する指定障害福

祉サービス（以下「指定障害福祉サービス」という。）を受けた者は、指定

管理者に利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を支払わなければな

らない。 

２ 前項の利用料金の額は、次に掲げる額を合算した額とする。 

⑴ 法第２９条第３項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準により算

定した額 

⑵ 食事の提供に要する費用として指定管理者が市長の承認を得て定める額 

３ 第１項の利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の減免） 

第３８条 指定管理者は、あらかじめ市長が定める基準に従い、前条第１項の

利用料金を減額し、又は免除することができる。 



とともに管理経費の縮減が図られるものであること。 

⑶ 事業計画書の内容に沿った地域生活支援センターの管理を安定して行う

能力を有すること。 

２ 前項の指定を受けようとするものは、事業計画書その他市長が必要と認め

る書類を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項の指定をしたときは、その旨を告示する。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第４２条 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則の規定に従い、地域

生活支援センターの管理を行わなければならない。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第４３条 指定管理者は、特定相談支援事業に関する業務その他の地域生活支

援センターの管理のために必要な業務を行わなければならない。 

（利用時間及び休所日等） 

第４４条 地域生活支援センターの利用時間及び休所日は、次のとおりとする。

ただし、指定管理者は、特別の理由があると認めるときは、利用時間を変更

し、又は臨時に開所し、若しくは休所することができる。 

利用時間 午前９時から午後８時まで 

休所日 １２月２９日から翌年の１月３日までの日 

２ 第４０条第２号及び第３号に掲げる業務の実施日及び実施時間は、次のと

おりとする。ただし、指定管理者は、特別の理由があると認めるときは、こ

れらを変更することができる。 

実施日 日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日以外の日 

実施時間 午前１０時から午後８時まで 

３ 中部地域生活支援センターにおける第４０条第４号に掲げる業務の実施時

間は、午前９時から午後５時までとする。ただし、指定管理者は、特別の理



由があると認めるときは、これを変更することができる。 

（生活支援事業の利用者） 

第４５条 第４０条第１号から第３号までに掲げる業務（以下「生活支援事業」

という。）を利用することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者

とする。 

⑴ 法第５条第２３項に規定する地域相談支援給付決定障害者（以下「地域

相談支援給付決定障害者」という。）（中部地域生活支援センターに限る。） 

⑵ 法第５１条の１７第１項に規定する計画相談支援対象障害者等（以下「計

画相談支援対象障害者等」という。） 

⑶ 市内に居住する法第４条第１項に規定する障害者（以下「障害者」とい

う。）で日常生活の支援を必要とするもの 

⑷ その他指定管理者が地域生活支援センターの利用を認めた者 

（利用許可） 

第４６条 第４０条第４号に掲げる業務（以下「交流促進事業」という。）に

おいて地域生活支援センターの施設を利用しようとする者は、指定管理者の

許可を受けなければならない。 

（生活支援事業の利用料金） 

第４７条 中部地域生活支援センターにおいて法第５１条の１４第１項に規定

する指定地域相談支援（以下「指定地域相談支援」という。）又は法第５１

条の１７第２項に規定する指定計画相談支援（以下「指定計画相談支援」と

いう。）を受けた者は、指定管理者に利用料金を支払わなければならない。 

２ 前項の利用料金の額は、次に掲げる額を合算した額とする。 

⑴ 法第５１条の１４第３項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算

定した額 

⑵ 法第５１条の１７第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算

とともに管理経費の縮減が図られるものであること。 

⑶ 事業計画書の内容に沿った地域生活支援センターの管理を安定して行う

能力を有すること。 

２ 前項の指定を受けようとするものは、事業計画書その他市長が必要と認め

る書類を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項の指定をしたときは、その旨を告示する。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第４２条 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則の規定に従い、地域

生活支援センターの管理を行わなければならない。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第４３条 指定管理者は、特定相談支援事業に関する業務その他の地域生活支

援センターの管理のために必要な業務を行わなければならない。 

（利用時間及び休所日等） 

第４４条 地域生活支援センターの利用時間及び休所日は、次のとおりとする。

ただし、指定管理者は、特別の理由があると認めるときは、利用時間を変更

し、又は臨時に開所し、若しくは休所することができる。 

利用時間 午前９時から午後８時まで 

休所日 １２月２９日から翌年の１月３日までの日 

２ 第４０条第２号及び第３号に掲げる業務の実施日及び実施時間は、次のと

おりとする。ただし、指定管理者は、特別の理由があると認めるときは、こ

れらを変更することができる。 

実施日 日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日以外の日 

実施時間 午前１０時から午後８時まで 

３ 中部地域生活支援センターにおける第４０条第４号に掲げる業務の実施時

間は、午前９時から午後５時までとする。ただし、指定管理者は、特別の理



定した額 

３ 北部地域生活支援センターにおいて指定計画相談支援を受けた者は、指定

管理者に利用料金を支払わなければならない。 

４ 前項の利用料金の額は、法第５１条の１７第２項に規定する厚生労働大臣

が定める基準により算定した額とする。 

５ 第１項及び第３項の利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（交流促進事業の利用料金） 

第４８条 第４６条の許可を受けた者（以下この款において「利用者」という。）

は、指定管理者に利用料金を支払わなければならない。 

２ 前項の利用料金は、前払しなければならない。ただし、指定管理者が特別

の理由があると認めるときは、この限りでない。 

３ 第１項の利用料金の額は、別表に定める金額の範囲内において、あらかじ

め市長の承認を得て、指定管理者が定めるものとする。 

４ 第１項の利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の減免） 

第４９条 指定管理者は、あらかじめ市長が定める基準に従い、第４７条第１

項及び第３項並びに前条第１項の利用料金を減額し、又は免除することがで

きる。 

（利用料金の返還） 

第５０条 既に支払われた第４８条第１項の利用料金は、返還しない。ただし、

指定管理者は、あらかじめ市長が定める基準に従い、その全部又は一部を返

還することができる。 

（利用の制限） 

第５１条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、生活支援事

業における地域生活支援センターの利用を拒むことができる。 



⑴ 利用料金を滞納したとき。 

⑵ 管理上特に支障があると認めるとき。 

（利用許可の制限） 

第５２条 指定管理者は、管理上支障があるとき、その他施設の利用を不適当

であると認めるときは、第４６条の許可をしない。 

（利用許可の取消し等） 

第５３条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当すると認める場

合は、第４６条の許可を取り消し、又は施設の利用を制限し、若しくは停止

することができる。 

⑴ 利用の目的に反したとき。 

⑵ 秩序を乱し、他人の迷惑となる行為をしたとき。 

⑶ 偽りその他不正な行為により許可を受けたとき。 

⑷ 災害その他の事故により利用できなくなったとき。 

⑸ 工事その他市の事業の執行上やむを得ない理由により利用できなくなっ

たとき。 

⑹ 前各号に定めるもののほか、この条例又はこれに基づく規則に違反した

とき。 

（施設の変更禁止） 

第５４条 利用者は、施設を利用する場合において、これを模様替えし、又は

これに特別の設備を付設してはならない。ただし、指定管理者が特別の理由

があると認めるときは、この限りでない。 

（利用権の譲渡の禁止） 

第５５条 利用者は、施設を利用する権利を第三者に譲渡してはならない。 

（原状回復） 

第５６条 利用者は、施設の利用を終了し、又は第４６条の許可を取り消され、

定した額 

３ 北部地域生活支援センターにおいて指定計画相談支援を受けた者は、指定

管理者に利用料金を支払わなければならない。 

４ 前項の利用料金の額は、法第５１条の１７第２項に規定する厚生労働大臣

が定める基準により算定した額とする。 

５ 第１項及び第３項の利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（交流促進事業の利用料金） 

第４８条 第４６条の許可を受けた者（以下この款において「利用者」という。）

は、指定管理者に利用料金を支払わなければならない。 

２ 前項の利用料金は、前払しなければならない。ただし、指定管理者が特別

の理由があると認めるときは、この限りでない。 

３ 第１項の利用料金の額は、別表に定める金額の範囲内において、あらかじ

め市長の承認を得て、指定管理者が定めるものとする。 

４ 第１項の利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の減免） 

第４９条 指定管理者は、あらかじめ市長が定める基準に従い、第４７条第１

項及び第３項並びに前条第１項の利用料金を減額し、又は免除することがで

きる。 

（利用料金の返還） 

第５０条 既に支払われた第４８条第１項の利用料金は、返還しない。ただし、

指定管理者は、あらかじめ市長が定める基準に従い、その全部又は一部を返

還することができる。 

（利用の制限） 

第５１条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、生活支援事

業における地域生活支援センターの利用を拒むことができる。 



若しくは施設の利用を制限され、若しくは停止されたときは、直ちにその施

設を原状に回復し、又は返還しなければならない。 

（取消し等による損害の責任） 

第５７条 市及び指定管理者は、第５３条第５号に該当する場合を除き、第４

６条の許可の取消し又は施設の利用の制限若しくは停止によって利用者に生

じた損害については、その責めを負わない。 

   第３章 障害者福祉施設 

第１章を次のように改める。 

   第１章 総則 

（目的及び設置） 

第１条 心身の機能の障害により支援を必要とする高齢者、障害者、障害児そ

の他の者（以下「高齢者、障害者、障害児等」という。）が、可能な限り、

住み慣れた地域で日常生活又は社会生活を営むことができるよう、専門的か

つ総合的なリハビリテーションを推進し、もって高齢者、障害者、障害児等

の福祉の増進を図るため、川崎市総合リハビリテーションセンター及び障害

者福祉施設を設置する。 

（川崎市総合リハビリテーションセンターの名称及び位置） 

第２条 川崎市総合リハビリテーションセンターの名称及び位置は、次のとお

りとする。 

名  称 位  置 

川崎市総合リハビリテー

ションセンター 
川崎市川崎区日進町５番地１ 

（川崎市総合リハビリテーションセンターの構成及び施設） 

第３条 川崎市総合リハビリテーションセンターは、総合リハビリテーション

推進センター、総合研修センター及び地域リハビリテーションセンターをも



って構成する。 

２ 地域リハビリテーションセンターの名称は、次の表のとおりとし、地域リ

ハビリテーションセンターは、同表の施設の欄に掲げる施設をもって構成す

る。 

名  称 施  設 

川崎市南部リハビリテー

ションセンター 

⑴ 南部地域支援室 

⑵ 南部在宅支援室 

⑶ 南部日中活動センター 

川崎市中部リハビリテー

ションセンター 

⑴ 中部地域支援室 

⑵ 中部在宅支援室 

⑶ 中部日中活動センター 

⑷ 中部地域生活支援センター 

川崎市北部リハビリテー

ションセンター 

⑴ 北部地域支援室 

⑵ 北部在宅支援室 

⑶ 北部日中活動センター 

⑷ 北部地域生活支援センター 

（障害者福祉施設） 

第４条 障害者福祉施設の名称は、次のとおりとする。 

⑴ 柿生学園及びくさぶえの家 

⑵ ふじみ園 

⑶ 中央療育センター 

⑷ 南部地域療育センター及び北部地域療育センター 

⑸ 三田福祉ホーム 

⑹ かじがや障害者デイ・サービスセンター 

⑺ れいんぼう川崎 

若しくは施設の利用を制限され、若しくは停止されたときは、直ちにその施

設を原状に回復し、又は返還しなければならない。 

（取消し等による損害の責任） 

第５７条 市及び指定管理者は、第５３条第５号に該当する場合を除き、第４

６条の許可の取消し又は施設の利用の制限若しくは停止によって利用者に生

じた損害については、その責めを負わない。 

   第３章 障害者福祉施設 

第１章を次のように改める。 

   第１章 総則 

（目的及び設置） 

第１条 心身の機能の障害により支援を必要とする高齢者、障害者、障害児そ

の他の者（以下「高齢者、障害者、障害児等」という。）が、可能な限り、

住み慣れた地域で日常生活又は社会生活を営むことができるよう、専門的か

つ総合的なリハビリテーションを推進し、もって高齢者、障害者、障害児等

の福祉の増進を図るため、川崎市総合リハビリテーションセンター及び障害

者福祉施設を設置する。 

（川崎市総合リハビリテーションセンターの名称及び位置） 

第２条 川崎市総合リハビリテーションセンターの名称及び位置は、次のとお

りとする。 

名  称 位  置 

川崎市総合リハビリテー

ションセンター 
川崎市川崎区日進町５番地１ 

（川崎市総合リハビリテーションセンターの構成及び施設） 

第３条 川崎市総合リハビリテーションセンターは、総合リハビリテーション

推進センター、総合研修センター及び地域リハビリテーションセンターをも



⑻ 陽光ホーム 

⑼ 御幸日中活動センター 

⑽ 井田重度障害者等生活施設 

⑾ 社会復帰訓練所 

（運営） 

第５条 川崎市総合リハビリテーションセンターは、総合リハビリテーション

推進センター、総合研修センター及び地域リハビリテーションセンターが密

接に連携を図ることにより、総合施設として有機的に運営されなければなら

ない。 

２ 川崎市総合リハビリテーションセンターは、関係諸機関との連携を図るこ

とにより、包括的にリハビリテーションを推進するよう運営されなければな

らない。 

別表中「第４６条、第５４条」を「第４０条、第４８条」に、「井田支援セ

ンター会議室」を「中部地域生活支援センター会議室」に、「百合丘支援セン

ター会議室」を「北部地域生活支援センター会議室」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、次項の規定は、公布

の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 総合研修センター、南部在宅支援室及び南部日中活動センターに係る指定

管理者の指定等に関し必要な行為は、この条例の施行前においても行うこと

ができる。 



参考資料 

 

 制 定 要 旨 

 

 心身障害者総合リハビリテーションセンターを再編整備すること等により、

心身の機能の障害により支援を必要とする高齢者、障害者、障害児その他の者

が、可能な限り、住み慣れた地域で日常生活又は社会生活を営むことができる

よう、専門的かつ総合的なリハビリテーションを推進すること等のため、この

条例を制定するものである。 

⑻ 陽光ホーム 

⑼ 御幸日中活動センター 

⑽ 井田重度障害者等生活施設 

⑾ 社会復帰訓練所 

（運営） 

第５条 川崎市総合リハビリテーションセンターは、総合リハビリテーション

推進センター、総合研修センター及び地域リハビリテーションセンターが密

接に連携を図ることにより、総合施設として有機的に運営されなければなら

ない。 

２ 川崎市総合リハビリテーションセンターは、関係諸機関との連携を図るこ

とにより、包括的にリハビリテーションを推進するよう運営されなければな

らない。 

別表中「第４６条、第５４条」を「第４０条、第４８条」に、「井田支援セ

ンター会議室」を「中部地域生活支援センター会議室」に、「百合丘支援セン

ター会議室」を「北部地域生活支援センター会議室」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、次項の規定は、公布

の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 総合研修センター、南部在宅支援室及び南部日中活動センターに係る指定

管理者の指定等に関し必要な行為は、この条例の施行前においても行うこと

ができる。 


